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第２回年金業務監視委員会議事録 

平成２２年３月１９日 

 

 

【郷原座長】  それでは定刻になりましたので、ただいまより第２回年金業務監視委員

会を開催いたします。 

 本日は公務御多忙の中、階政務官にも御出席いただいております。階政務官から、議事

に先立って発言を求められております。階政務官、よろしくお願いいたします。 

【階政務官】  委員の皆様、本日もお忙しい中をお集まりいただきまして、本当にあり

がとうございます。また、今日は、日本年金機構の皆様、厚労省の年金局の皆様にもお越

しいただきました。ありがとうございます。 

 この委員会でございますけれども、今日が第２回目の会合でございますが、４月からは

政令で定めまして行政組織法上の８条委員会というしっかりとした組織になるという方向

で進んでおります。是非、建設的な議論をさせていただきまして、新たにできました日本

年金機構がスムーズに、また、国民の皆様に信頼されるような組織として運営されるよう、

我々も頑張ってまいりたいと思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

【郷原座長】  本日は、社会保険庁から日本年金機構への移行状況及び日本年金機構の

中期目標について、厚生労働省及び日本年金機構からヒアリングを行います。 

 ヒアリングに先立ちまして、厚生労働省栄畑年金局長及び日本年金機構紀陸理事長から

一言ずつごあいさつをお願いいたします。 

 まず、栄畑年金局長からお願いいたします。 

【栄畑年金局長】  ただいま御紹介いただきました厚生労働省の年金局長の栄畑でござ

います。 

 今も政務官並びに委員長からお話がございましたように、今年１月に社会保険庁が廃止

されて、日本年金機構が発足したところでございます。私ども厚生労働省といたしまして

も、長妻大臣の指揮・指導のもとに、年金機構と連携しながら年金記録問題の早期の解決

等々、懸案が様々ございますから、そのような懸案を解決して、年金に対する国民の皆様

方からの信頼の回復に向けまして全力で取り組んでいかなくてはならないところであると

思っております。 

 この年金業務監視委員会の先生方にこれからお世話になりますけれども、何とぞよろし
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くお願い申し上げたいと思っております。これから御面倒をかけます。よろしくお願いい

たします。 

【郷原座長】  栄畑局長、ありがとうございました。 

 続きまして、日本年金機構紀陸理事長からごあいさつをお願いいたします。 

【紀陸理事長】  御紹介いただきました日本年金機構の理事長を拝命しております紀陸

と申します。本日はこういう機会をいただきまして御礼申し上げます。 

 機構は１月から発足いたしたばかりでございまして、実際に１月４日から稼働いたして

おりますけれども、いずれにせよ、発足後間もないということでもって、いろいろ課題を

抱えております。先生方にはいろいろこれから御指導いただかなければいけないと存じま

すので、よろしくお願いいたします。また、階政務官、座長の郷原先生、とりわけ御指導、

ごべんたつをいただかなければならないと存じますので、よろしくお願いいたします。 

【郷原座長】  紀陸理事長、ありがとうございました。 

 それでは、社会保険庁から日本年金機構への移行状況について、日本年金機構から御説

明をお願いします。 

【樽見経営企画部長】  日本年金機構の経営企画部長を務めております樽見でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日の資料の中で、資料の１－１「日本年金機構について」というものがございます。

日本年金機構そのものにつきましては、先生方は既に御承知のことと思いますけれども、

改めまして概略を御説明させていただき、その上で社会保険庁から日本年金機構への移行

状況ということで、先生方からお求めのありました資料にも触れながら簡単に御説明させ

ていただきたいと考えてございます。 

 資料の１でございますけれども、表紙の次、２ページに「日本年金機構について」とい

うことで書いてございます。右上にシンボルマークがつけてございますけれども、日の丸

の中に「年」の文字を輪で組み合わせたような形のシンボルマークを持ってございます。 

 本部は杉並区高井戸、旧社会保険庁の社会保険業務センターの所在地に建物を含めまし

て引き継ぎまして、そこでその本部を持っております。 

 法人の形態といたしましては、非公務員型の公法人、法的には特殊法人ということにな

るわけでございますけれども、東京の高井戸の本部、そのほかに地方にブロック本部９か

所、それから従来の社会保険事務所312か所をそのまま引き継ぎました形で、年金事務所312

か所という形で持ってございます。 
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 今ごあいさつ申し上げました紀陸が理事長ということでございます。 

 職員数等につきましては、またこの後で少し詳しく御説明申し上げますけれども、約

22,000人という形になっております。 

 業務につきましては、下の３ページのところに図解をしてございますけれども、国、厚

生労働大臣から委任・委託を受けまして、公的年金に係る一連の運営業務を行うというこ

とでございます。権限の委任という形で機構の名前で機構が行うというものと、事務の委

託という形で、名前は国の名前ですけれども、実務を国が行うというところと業務の性質

に応じまして分かれてございますけれども、業務運営を一体的に日本年金機構が国からの

委託・委任を受けて行うという形になってございますので、被保険者・受給者・事業主の

皆様方には、事務を扱う担当としては私ども日本年金機構が専ら応対するということにな

るわけでございます。 

 それから、その次の４ページに、日本年金機構を作るに至りました、この辺は特に先生

方はよく御存じのところでございますけれども、日本年金機構、公的年金業務に関する記

録問題等の中で、信頼を再び得ていくためにはどうするかという議論の中で出てきた法人

でございます。そういうことで、適正な運営、それから国民の信頼の確保ということを旨

としてやっておるということで、親切・迅速・正確で効率的なサービス、情報公開、民間

会社の経験者を採用するということ、能力・実績本意の人事方針ということで組織風土を

変えること、それからガバナンスの問題でございます。コンプライアンス、リスク管理と

いったようなことで組織ガバナンスを確立するということでやっているということでござ

います。 

 次の組織は、先ほど申し上げたとおり、本部、ブロック本部、年金事務所でございます

が、もう１つ「事務センター47」というものが書いてございます。これはブロック本部の

一部でございますけれども、お客様との関係は年金事務所がやるわけでありますけれども、

そこで受け取った届けの処理などの、必ずしも対面を要しない業務の処理につきましては

集約化によって効率化を図るということで、都道府県ごとに事務センターというものを持

っているという形でございます。従来の社会保険庁のときと比べますと、従来、社会保険

庁のときには社会保険事務所312は変わらないんですが、各県ごとに社会保険事務局という

ものがあったわけでございますけれども、そうした中二階の機能につきましてはブロック

本部９つに集約し、ブロック本部については、現場の管理と支援ということでのスリムな

組織体制を図るということになっているわけでございます。一方、本部につきましては、
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ガバナンスの充実ということを図ったということでございます。 

 今のようなところを含めまして、個々の事務に即した役割分担が６ページに書いてござ

います。それから７ページ以下は、それぞれの下の年金事務所からスタートしまして、そ

れぞれどのような課があって、どのような業務をやっておるかということが書いてござい

ますけれども、細かくなりますので説明は省略させていただきます。御参考までにお時間

のあるときに御覧いただければと思います。 

 11ページが私ども日本年金機構の本部の内部の組織ということになるわけでございます

けれども、理事長、副理事長、以下それぞれ常勤の理事がそれぞれの部門を担当するとい

うことになっているわけでございます。それから、ブロック本部は先ほど申し上げたよう

に９つございますけれども、そのうちの南関東ブロック本部、東京を含む地域でございま

す。それから近畿ブロック本部、大阪を含む地域でございます。ここの担当の本部長は理

事ということで理事会のメンバーになっているわけでございます。それから監事２名と、

それから、そのほかに監査部が理事長直轄ということで置かれているというような形にな

ってございます。この各部につきましても細かくなりますので御覧いただければと思いま

すが、副理事長の下、あるいは人事・会計部門担当の理事の下に置かれておりますものが、

言ってみれば横割りの全体の統括ということになっておりまして、それ以下、事業企画部

門、事業管理部門、それぞれの制度の運用の管理と、システムの部門、それから本部とし

て行っている業務の担当というような形の大きく割り振りをしまして、それぞれ理事が持

っているということでございます。 

 次の12ページは、ブロック本部の所管と所在地と受持ち地域の整理でございます。 

 それから13ページには、各役員の主な前歴等を整理しているということでございます。 

 それからその次、14ページ以下が資料１－２となってございますけれども、「社会保険庁

から日本年金機構への移行の状況について」ということでございます。これは前の年金業

務、社会保険庁と監視委員会の資料の中で、設立に向けた準備状況というものを前に整理

したものがございましたが、それの記載事項に即して整理するということで整理をしてご

ざいます。 

 まず、本部は社会保険業務センター高井戸庁舎に設置ということで、そのとおり設置を

している。それから社会保険事務局は廃止、それから全国９ブロックにブロック本部を設

置ということで、今申し上げたように予定どおり設置しました。312社会保険事務所を廃止

しまして、それを引き継ぐという形で年金事務所を設置ということで、これもそのとおり
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進んでいるという状況でございます。 

 ２番目が文書の整理・移転ということでございまして、社会保険庁が保有する行政文書

は、属性に応じまして、国が持つべきものは厚生労働省に、まさに業務の執行、業務の運

営に必要なものは日本年金機構に移管するということでございまして、これにつきまして

も順次やっているということでございます。日本年金機構の中でそれぞれ動かすべきもの

は12月末までに動かしたということでございまして、厚生労働省へ移管した、ここに書い

てありますようなものにつきましては、残務整理ということで社会保険庁からここに、厚

生労働省へ移管するというところでの体制を作りまして、移管を行ったということになっ

ているところでございます。 

 それから３番目でございますけれども、社会保険庁からの職員の採用ということでござ

います。日本年金機構の設立委員会、トヨタの奥田相談役をヘッドとして置かれておりま

した設立委員会が労働条件、採用基準というものを決めていたわけでございますけれども、

それに基づきまして、まずは社会保険庁長官を通じて社会保険庁の職員からの正規職員、

准職員の募集ということをやったわけでございます。社会保険庁からの職員の採用につき

ましては、社会保険庁長官が候補者の名簿というものを出しまして、それに基づきまして、

設立委員会の下に置かれました日本年金機構職員採用審査会、民間有識者の方々の会でご

ざいますけれども、その会が民間の方に面接をお願いしまして、民間の方に面接をやって

いただいた結果をこの職員採用審査会で審査するという形で採否の案を作り、それを設立

委員会が最終的に採否を決定するというようなことでやったところでございます。そうい

うことで採用された人数というものが、ここに書いてありますような人数ということにな

っているということでございます。 

 民間からの職員の採用が次のページになります。16ページになりますけれども、民間か

らにつきましては、基本計画に基づきまして、まず民間から正規職員を1,000人募集すると

いうことになっていたわけでございます。こちらも、設立委員会で労働条件・採用基準と

いうものを決め、それに基づきまして正規職員の1,000人の募集ということを当初、行った

わけでございます。それから准職員につきましては、社会保険庁からの集まり具合を踏ま

えて、その後、採用を行ったということでございます。こちらにつきましては、応募者か

ら提出された書類、面接結果を踏まえて、職員採用審査会が審査するということで採否を

決定してきたわけでございます。 

 それから民間からの正規職員の内定者のうち、例えば11月でも12月でも去年のうちから
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勤務が可能であるという方につきましては、お声かけをしまして、社会保険庁の非常勤職

員という形で社会保険の実務について、できる限り早くついて慣れていただくということ

を図ったわけでございます。併せて研修も、研修についてはまた触れますけれども、研修

を行ったということになっているというか、そういうふうにやるということでなっていた

わけでございますけれども、取組の実績としまして、右側になりますけれども、ここに書

いてありますような形で2,000人を超える形での採用決定というものを行いました。民間か

ら来られる方の中で、290人の方については９月から12月にかけて順次非常勤職員として採

用したというようなことになっているところでございます。 

 この民間採用者の研修の実績ということについて、資料のお求めをいただいたと承って

ございます。資料別冊で参考資料というものがもう１つお手元に配られていることと存じ

ます。参考資料の２、２ページが、民間からの採用者に対する研修の実績ということでご

ざいます。この４月まで、今後の日程も一部入れてございますけれども、こういうような

形で10日前後の研修をそれぞれ実施しているというようなことになってございます。 

 それからこれに関しまして、ちょっと前後しますけれども、社会保険庁時代に採用され

た非常勤職員というのは月別に何人ぐらい採用されていたのかということの資料について

もお求めいただいていると聞いております。これが、ちょっと逆になりますが、参考資料

の１、１ページにお戻りいただきまして、社会保険庁時代に、今申し上げましたけれども、

290人ということでございますが、これの月別の採用者数ということでございます。 

 その次が職員配置というところでございます。職員配置ということにつきましては、日

本年金機構の設立に伴いまして、人がそのときに入れ替わるということになりますと業務

が支障を来すということが想定されましたので、１月時点での人事異動は最小限のものに

したいということを考えていたわけでございます。また、社会保険庁から採用される職員

で、しかし１月に入り人事異動になるという方については、できるだけ早くそれを伝達す

るということ、年金事務所長につきましては、これは19年の基本計画におきまして若手職

員からの抜擢、あるいは外部からの人材登用ということが言われておりましたので、それ

をやっていくということ、民間から採用される職員で社会保険庁の非常勤職員、あるいは

かつて社会保険庁の任期付き職員という形で前からいたような方につきましては、そうし

た既に経験しておられる分野の業務に配置するということで、組織形態が変わることに伴

います混乱を最小限にしたいということで考えていたところでございますが、取り組みは

どうだったかということで申し上げますと、右側になりますが、昨年の８月から実は人事
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異動を行いまして、新しい日本年金機構の実施体制ということに備えた少しずつの人事異

動というものを行って、１月にはあまり大きくならないようにということで８月から行っ

てまいりました。それでも１月になる方につきましては、11月末から12月の頭に配属先を

伝達するということで行ったところでございます。 

 所長につきましては、若手、45歳以下の職員からの抜擢というものを24名、それから民

間出身者の所長への登用51名ということで行ったところでございます。所長は年金事務所

の数でございますから、全部で312名いるわけでございますけれども、そのうちの75名はこ

ういう方であるということになったわけでございます。配置につきましては、適材適所と

いうことでこの準備で考えていたようなことの配置を行ったというところでございます。 

 これに関連しまして、本部、事務センター、事務所の事務分掌、それから職員の配置状

況ということでお求めがあったと承っておりますけれども、これは先ほどの資料１の中で

細かな説明は省略してしまいましたけれども、本部、事務センター、事務所の数、位置づ

け、それからそれぞれの組織とそこに置かれております定員の概要が載ってございますの

で、それを御覧いただければと思います。 

 それから日本年金機構の正規職員・有期雇用職員の採用形態別の定員と現在員というこ

とでございますが、参考資料の３でございます。参考資料の３ページを御覧いただければ

と思います。日本年金機構設立時の職員状況ということで、正規職員、准職員、それから

有期雇用の職員の中で特定業務契約職員、それからより補助的なアシスタント契約職員と

ございます。アシスタント契約職員に関しましては、定員の定めというのは置いておりま

せんで、言ってみれば業務の必要に応じて予算の中で雇っているわけでございます。そう

いうことで定員と現在員、それから、それぞれどちらから採用されたのかということで、

社会保険庁からの採用、民間からの採用ということで分類して書いてございます。 

 先ほど申し上げました、本編の資料の15ページ、16ページのところで、昨年の職員採用

審査会の審査を経て採用した人数というものと、現在の現在員の社会保険庁から採用した

数、民間からの採用した数というのは若干違っております。採用は、まさに希望に応じて

採用したわけでございますが、その後、御本人の希望、特にまた民間から来られた方につ

きましては日本年金機構に応募すると同時にほかの会社にも応募をしているというような

方もかなりいらっしゃいましたので、結果的に１月になって日本年金機構店開きというと

ころになって働いていただいている方はこの参考資料３のほうの数であると、その差は途

中で辞退等の数であるという関係になってございます。 
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 それから、本編の資料の18ページになりますけれども、業務処理マニュアルということ

でございます。機構の職員が全国統一の処理手順によって業務を行えるようにするために

マニュアルを作る、社会保険庁時代も業務処理マニュアルというものがございましたけれ

ども、これを、まず権限の変更、と申しますのは、最初に申し上げましたように、年金の

関係の業務の中で、日本年金機構の理事長の名前で行うものと、言ってみれば国の委託を

受けて、国の名前で行うものというものが業務の性質に応じて分かれてまいりますので、

それに伴う整理をする。また、組織で、特に県ごとの社会保険事務局というものはなくな

りましたので、そうしたところの組織の変更を行う。それから、国庫金の扱いを行う歳入

徴収官という者が、これは従来は社会保険庁でございましたので、社会保険庁自らに歳入

徴収官という者が多数いたわけでございますけれども、それを国というと年金局、または

厚生労働省の出先でブロックごとに置かれております地方厚生局という形で整理をしてい

くという必要があるというもの、それから先ほど申し上げましたように、県ごとに事務セ

ンターというものを設けまして、集約の効果があるものはそこで集約的に処理をするとい

うことになったわけでございますので、それに伴いますマニュアルの修正を行ったという

ことでございます。去年の10月に原案を作りまして、社会保険庁時代でございますけれど

も、地方の職員へ提示をし、意見募集をした上で12月に決定いたしまして配布したという

形になってございます。 

 この日本年金機構の業務処理マニュアルについて、具体的にどのようになっているのか

ということの資料のお求めもいただいていると聞いてございます。参考資料の４ページ、

参考資料４となっていますけれども、ここに業務処理マニュアル、実は業務処理マニュア

ルが非常に大部なものでございますので、今日は目次を持ってまいった次第でございます。

参考資料４の４ページのところが厚生年金保険、健康保険の適用のマニュアルから始まり

ます。これの目次が数ページ続きまして、下のページ数で９ページから保険料徴収の業務

処理マニュアル、それから12ページから国民年金の適用のマニュアル、15ページから国民

年金の保険料のマニュアル、18ページからは年金の給付にかかわります請求書の扱い、決

定の扱いといったようなことについてのマニュアルということ、22ページからは、国際的

に社会保障協定を結んでございます関係のマニュアルということで目次を用意してきたと

いうことでございます。それから、次の27ページからは相談、これはまた相談員、相談窓

口も大勢の方が今、お客様がおいていただいているわけでありますが、相談の関係でのマ

ニュアルというものも27ページから、これも目次だけで恐縮でございますけれども、これ
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も幾つか文書で来られた方、来訪される方というようなことで、あるいは事例集みたいな

もの、機械操作をどういうふうにやっていくかといったようなことで用意してございます。

43ページまで続きますけれども、マニュアルの目次を持ってまいった次第でございます。 

 駆け足になって恐縮でございますが、本編の19ページにお戻りいただきまして、システ

ムの変更ということでございます。これも先ほど申し上げましたように、例えば歳入徴収

官という形で、これまでは社会保険庁で、国でやりましたので、社会保険庁自らに歳入徴

収官がおりましたけれども、それを厚生労働省年金局に一本化するということに伴うシス

テム改修、あるいは国の名前で行うとなっているものは国でそれをお認めいただくという

ことを決裁を行う必要がございますが、これもシステム的に対応できるようにするといっ

たようなこと、続きまして、いわゆる帳票、いろいろな紙の様式、届け等の帳票の見直し、

名前が社会保険庁長官といったところもすべて大臣又は年金機構理事長というふうに変わ

っていくわけでございますけれども、こういったようなものがずっと、それから間接業務

システム、これは私どもの内部管理のシステムでございます。人事・給与、会計といった

ような業務につきましては、従来は人手でやっていたところをコンピューターのシステム

によって行うということで省力化を図ると、これも基本計画で言われていたところでござ

いますけれども、これの導入といったようなことで取り組んでございます。これにつきま

しては、それぞれいつごろからこういうシステムの導入、変更というものへの取り組みを

したかということを右側に整理してございますので、説明は省略させていただきたいと考

えてございます。 

 21ページからが機構の設立に向けた調達というところでございます。ここに書いてござ

いますとおり、メインバンク、あるいは会計監査、損害保険、それから、それ以外の個々

の入力業務といったような形での調達というものがあったわけでございますけれども、右

側に書いてございますとおり、メインバンクにつきましては企画競争によりまして、みず

ほ銀行を選定いたしまして、スタート時に１月４日付で取引を開始した。あるいは会計監

査人につきましては、有限責任監査法人トーマツというものを選定いたしまして、これは

１月22日付で監査法人を選任しました。損害保険につきましては、一般競争入札によりま

して、火災保険等につきましては損害保険ジャパン、自動車につきましては東京海上日動

火災というところで契約を締結したということになってございます。それから各種届け出

の入力等、細かなものにつきましては、それぞれ機構設立後、約1,900件ということで契約

を締結してございます。 
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 会計監査人及び会計監査契約の概要ということで、参考資料の５の44ページになります。

会計監査人名ということは、今、私が申し上げたことだけのことでございますけれども、

会計監査契約の内容の概要ということで、日本年金機構法42条第１項による財務諸表、事

業報告書、会計に関する部分及び決算報告書の監査を行うということでございまして、個

人情報の扱いについての制限を設けていると、会計監査人の任期は21年度財務諸表につい

ての厚生労働大臣の承認のときまで、こういう契約になっているということでございます。 

 それから、本編の22ページになります。ここで機構設立に向けた研修ということになっ

てございます。労務管理者研修、かつてといいますか、社会保険庁のときには国でござい

ますので、民間の扱いの法人の運営ということからいたしますと、特に労務関係というの

は大きく変わるということでございましたので、労務管理者研修ということで、労働基準

法を始めとする労働関係法制及び勤怠管理といったようなことにつきまして、管理者を中

心にまず研修を行い、それからそれぞれの事務組織ごとに伝達研修というものを行ったと

いうことでございます。 

 それから間接業務、いわゆるバックオフィス業務につきましては、新たに間接業務シス

テムというものを入れまして、それで管理をするということになりましたので、これの使

い方ということでの研修を昨年の10月から行ったということでございます。これも労務、

財務、会計、庶務、人事といったような、それぞれのところにつきまして研修を行ったと

いうところでございます。 

 また、勤務管理につきましては、これまで人でやっていたところをコンピューターのキ

ーボードを相手に行うことになりますので、それのリハーサルというものを12月に行った

というところでございます。 

 それから23ページになりますけれども、業務マニュアルにつきましても、研修というこ

とで、昨年の11月にマニュアルインストラクターということでの集合研修を実施いたしま

して、引き続きまして昨年の暮れまでの間にその集まって研修をした人たちから、これも

それぞれの組織の中での伝達研修というものを行ったということになっているところでご

ざいます。 

 最後でございます。24ページになりますが、機構設立に関する広報ということでござい

ます。左側に書いてございますように、日本年金機構が設立されます、これからは年金業

務は日本年金機構が行いますというようなところにつきまして、いろいろなチラシを作っ

たり、社会保険庁時代からお客様向けにいろいろお送りするものに広報をしっかりすると
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いうことでございました。これも右側にそれぞれ書いてございますので一々ご説明申し上

げませんけれども、昨年の春から始めまして、年末に向けてやや集中的に行ったというこ

とでございますけれども、文書、チラシの同封、あるいは封筒への記述、広報といったよ

うなところで取り組みをしたところでございます。 

 大変駆け足になりまして恐縮でございますけれども、ひとまず私からの説明は以上でご

ざいます。 

【郷原座長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明について質問、意見がございましたらお願いします。事前

に出していただいていますけれども、時間があまりないので１人１問ぐらいにしていただ

いて、順次、片桐委員から。 

【片桐委員】  資料で添付していただいた業務処理マニュアルというものがあるんです

が、このほかに、法人を運営するに当たって最低限必要な規程類、別途定めていらっしゃ

ると思うんですが、そういったものはおありですか。 

【樽見経営企画部長】  ございます。それぞれいろいろな運営規程、いろいろな、例え

ば理事会以下、いろいろな会の運営規程でありますとか、それから当然、例えば労務関係

であれば、就業規則以下、さまざまな規程とか、そういったものはございます。今日は持

ってきておりませんが。 

【片桐委員】  わかりました。 

【岸村委員】  今の御説明をお伺いしまして、１つ質問といいますか、感想も含めてな

んですが、今回、各都道府県にあった事務局を廃止して全国９か所のブロック本部制にし

たということで、その内部的には、いわゆるスピード感があふれる意思決定とか、そうい

うふうには聞いておるんですが、ある意味、市町村、協力・連携の相手である市町村から

見ますと非常に遠い存在になってしまったということで、既にこの１月以降、現場からは

この部分で、まず厚労省の地方事務所との関係もよくわからないし、何か困りごとがあっ

たときの相談の持っていきようが、なかなか、今ないですねというようなことを言われて

いまして、そのところは今の御説明にはカバーすることがあったのかどうかをお伺いした

いんですが。 

【薄井副理事長】  副理事長の薄井でございます。２つ今のお話はあろうかと思います。

１つは、市町村にいろいろな国民年金のお仕事を中心にお願いしております。このお仕事

を市町村とこれからも連携を持ってやっていただかなくてはいけないということで、市町
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村にいろいろお願いすることもございます。これにつきましては、基本的には管轄をする

年金事務所がございますので、年金事務所と市町村の間でいろいろ御相談をさせていただ

くということがこれからは中心になろうかと思っております。 

 それからもう１つ、国民年金のお仕事を市町村にお願いするときに、そのための交付金

というか、事務経費等にかかるお金を交付金として出させていただきます。これにつきま

しては、形の上では年金機構からではなくて厚生労働省のほうで出るということなので、

この仕事は地方厚生局でやらせていただくことになっております。年金事務所と厚生局、

厚労本省、それと市町村と、そこがうまく流れるように、そちらのほうも努力をしてまい

りたいと思っております。 

【郷原座長】  高山委員。 

【高山委員】  現在の職員は22,000名余りですけれども、現在のマンデートとしては、

記録問題対応のウエートが非常に高いと思います。現在、記録関係の担当職員がどのくら

いいるのか。それから併せて、保険料徴収に携わっている職員、あるいは滞納処分等を担

当している職員数はどのくらいか、具体的な数字をお示し願います。 

【矢﨑常勤理事】  事業企画担当理事の矢﨑です。記録問題を全体的に見させていただ

いておりますので、私からお答えします。 

 ちょっと正確な数字は今、持っておりませんけれども、もちろん記録問題って特別なセ

クションがあって特別な人員を置いているというわけではございませんで、これは社会保

険庁時代からそうですけれども、いわば事務所内、事務局で総力戦でいろいろな記録問題

をやっているということであります。ですから、がちっとした数字はないんですけれども、

地方の分で大体どのくらいの人数ということは聞きとりをしたことがございまして、機構

になってからですと、職員ベースで、1,300人強とかそんなオーダーではなかろうかと思い

ます。それ以外に特定業務職員ですとか、それからアシスタント職員という者も記録問題

に従事しておりまして、5,500人ぐらいの、現員はちょっとつかめませんけれども、予算的

には5,500人くらいの人員を配分しているところです。 

【高山委員】  保険料徴収の方はわかりますか。 

【樽見経営企画部長】  すみません、徴収関係はちょっと今、持ち合わせておりません

ので、また追って。 

【郷原座長】  村岡委員。 

【村岡委員】  今日の御説明を最後まで伺っていれば、多分わかるんだろうと思うんで
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すけれども、昨年までの年金業務等監視委員会でいろいろお話を伺っていて、ちょっと言

い方が悪ければおわびしますけれども、やはり現場担当の方にもいろいろ意識的に、問題

があったという言葉は適切ではないかもしれませんけれども、いろいろ改善をすべき点が

あったということは事実だったと思うんですが、そういう意味で、そういう現場の方の意

識を改革するためにいろいろ工夫されていると思うんですが、大きなものではどういうこ

とをお考えになってやっていらっしゃるか、１点だけでいいんですけれども、もしお聞か

せいただければ。 

【紀陸理事長】  基本的に大きな変更点というのは、特に民間の方が現場にたくさん入

られた、約1,000人おられますけれども、そのうち、312の年金事務所の中で51人の方が民

間の所長さんでございます。そうすると、現場は現場で周りの職員の方が、民間の仕事の

やり方、もちろん民間でも出身は様々でございますけれども、基本的にお客様目線という

んですか、そういうものがありますので、それを周りの社保庁出身の職員の方々がいろい

ろな意味で影響を受けるとかということはございます。しかもその事務所がこうやってい

るということが、ほかの社保庁出身の方々が所長さんである事務所にもいろいろな形で伝

わっていくというんですか、影響を及ぼしていくということで、まだ２月半でございます

けれども、既にこういうことをやっている事務所もあるなということを、あるブロックで

はもう写真を撮ったり、こういうものがモデルケースであるよということをＰＲしている

というようなこともございまして、そういうものが徐々に伝わっていくことによって、職

員の方々の意識が変わっていくと、これはサービス業務だけでなくて、記録問題の対応と

か、そういうことにもかかわりがあると思っておりまして、ここは簡単にはいかないかも

しれませんけれども、時間をかけてそういう方々の影響力というんですか、それが広がる

ことを期待している段階でございます。 

【村岡委員】  どうもありがとうございます。 

【郷原座長】  吉山委員。 

【吉山委員】  ただいま紀陸理事長のお話から、民間の影響を受けて業務が変わってい

くというのを実感して見ておりますので、非常にいい方向に動いていると思います。 

 それで、今日いただいた資料の中で、業務処理マニュアル、目次を拝見しただけで非常

な分量になっておりまして、これを全部理解するというのは経験、時間、共にかかってい

ると思います。それで、資料の２ページのところ、参考資料２のところに研修の実績と日

程が出ていますけれども、この中で受講なさった方の理解度を調べていらっしゃるかどう
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か、それと、理解し切れなかったのでもう一度同じ研修を受けた方がいらっしゃるかどう

か、もしわかれば教えていただきたいと思います。 

【石塚常勤理事】  私は11月まで社会保険大学校というところで研修を担当しておりま

したので、便宜お答えさせていただきますけれども、民間の方々への研修、何しろ10日間

でございますので、なかなかこのマニュアルですと、こんなに厚いものが10冊になります

ので、マニュアルまでなかなか到達しませんで、厚生年金ですとか、国民年金の制度的な

基本的な仕組みをご理解いただくという中身が中心の研修になっております。その中で、

もちろん終了したときに理解度テストというものをやっていまして、研修の中のどの程度

理解したかというテストを最後にやって、御本人にお返しして、自分で御覧いただいて、

理解の足らないところは追加で勉強していただくとか、あるいは夜、皆さんで自主的な勉

強会をやって、民間の方々にも社会保険労務士の資格を持った方々も大分いらっしゃって

いますので、そういう方を中心に夜、皆さんで自主的に、ここがわかりにくかったねとい

うようなことで勉強会とか、精力的に勉強はしていただいた、そんな状況、なかなかマニ

ュアルの全部を教えるところまでは、そこは現場へ行ってから御自身のところを中心にマ

ニュアルを御覧いただいて、いわばＯＪＴという形でやっていただいているというのが現

状でございます。 

【吉山委員】  わかりました。ありがとうございます。 

【郷原座長】  ちょっと私から。今回の日本年金機構の設立というのは、社会保険庁で

いろいろな問題が発生したことを受けて、お役所としてではなくて、こういう公法人とし

て仕事をやっていこうということで設立したんだと思うんですが、この説明の資料の中に

も書かれているコンプライアンスの徹底ということです。まさにコンプライアンス上の問

題がいろいろあったということがこういうふうに組織が変わったきっかけになったとすれ

ば、当然、コンプライアンス上の問題が発生する素地というのは必ずまだいろいろなとこ

ろに残っていると思うんです。今後そういうような問題について、単にコンプライアンス

を徹底しますということではなくて、何か問題が発生したり、あるいは発生しそうになっ

たら、どういうふうに取り組んでいくのかというそのシステムが重要だと思うんですが、

そういった点についてどういうふうにお考えになっているのかということと、その具体的

な問題として、私も一番今まで深くかかわったのは、いわゆる年金改ざん問題、標準報酬

月額の遡及訂正問題の調査などにかかわったんですが、あの問題なども厚生年金という制

度自体にかかわる非常に厄介な問題があって、そう簡単に、これをやるなというふうに何
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かを禁止すれば、それで問題が解決するような事項ではないと思うんですが、こういう、

例えばこの問題などについて、機構で今、どういうふうに取り組んでおられて、今、厚生

年金の現場での徴収などがどういう状況にあるのかという点についてお聞かせいただきた

いんですが。 

【薄井副理事長】  コンプライアンスの関係は私が統括管理部門で担当させていただい

ております。 

 機構の中でもコンプライアンスとか、あるいはリスク管理というのはこの仕事を進めて

いく上で非常に重要であると思っておりまして、まずはそういうふうな問題事象が発生し

たときに、今までは社会保険事務所があり、事務局があり、それで社会保険庁があるとい

うことで、そういうふうな情報がまず速やかに上がってくるという体制、ですから事務所

から、基本的には、ブロック本部にも情報を入れますけれども、本部にこういう事象があ

ったら、すぐ情報が入るという情報の流れを１つこれは作りました。そういうふうなもの

があれば、私が聞きました後、当然、理事長にもご報告をし、事の重要度に応じて機構全

体として判断して動かしていくということでございます。そのためコンプライアンス委員

会という組織を一応作っておりますけれども、そこを中心として、いろいろな規程、規程

を作るだけでは動きませんので、現実に動かし、それからこれも職員一人ひとりがそうい

う意識を持たなければいけません。まだ立ち上がったばかりで十分できていませんけれど

も、コンプライアンスに関するミニ講座というか、こういうふうな格好で職員のコンプラ

イアンス意識の啓発というか、それを身につけていくということも大事だろうと思ってお

ります。 

 それから、標準報酬の例を挙げて適用のお話がございました。現実問題として、記録問

題にかなり人がシフトしているので、事業所調査であるとか、あるいはそれを受けた適用

した後の徴収であるとか、こういうところまで100％手が回りかねているのが現状でござい

ますけれども、基本的には先ほど申し上げたマニュアル、その根っこにある法律と、こう

いうものを踏まえて仕事をしていくというのが私どもに与えられた使命でございますので、

それに沿ってやっていくということで取り組んでまいります。それで、もちろん、座長が

おっしゃったようなお話というのは制度に絡む問題でございますので、ここは年金局とも

必要に応じていろいろご相談をしながらと思っております。 

【郷原座長】  今までは制度にかかわる問題とか、そういう厄介な問題も仕方がないも

のとあきらめてしまって、現場サイドで解決するということが本当に厄介な問題をずっと
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引きずることになってしまった面があると思うんですが、これは厚労省にも関係すること

ですけれども、そういう反省を踏まえて考えた場合には、現場で問題だと思っていること

が上に情報で上がってきたときに、最初からあきらめてしまわないような現場の認識が必

要だと思うんです。その辺の意識づけについても、今、おっしゃったような情報を上げて

くるシステムでいろいろ考えておられるということでよろしいんでしょうか。 

【薄井副理事長】  先ほどは問題事例と申し上げましたけれども、それ以外にもやはり

現場としての改善の要望というのは、すぐにできることとできないことはありますけれど

も、そういう要望を私どもは受け止めて、それを必要に応じて、機構の中で判断できるも

のは判断するし、そうではなくて厚生労働省の了解というか、あるいは制度の問題に絡む

のであれば厚生労働省に伝えると、こういうふうなことで進めていきたいと思っています。 

【郷原座長】  階政務官。 

【階政務官】  ２点お伺いします。今、現場から情報が上がってくるシステムをつくら

れているということなんですが、トップの方が現場に行って、いろいろ気付くこともある

と思うんです。理事長さんが現場を見て回られているのかということが１つと、それから

年金記録問題とともに、年金制度の信頼を損なっている１つの要因として国民年金の滞納

の問題があると思うんです。徴収率を上げるためにどういう取り組みをこれからされよう

としているのか、それをお答えいただけますか。 

【紀陸理事長】  最初の階政務官の御質問でございますけれども、私も、それこそ全理

事が手分けをして１月以降、今日までブロック本部ですとか、それから事務センター、事

務所を回っております。私ももう何カ所も参りましたけれども、今、基本的に、これは座

長の郷原先生の御指摘とかかわりがあるんですけれども、私どもの１つ大きな標語は、「事

務所はお客様のためにある、ブロック本部とか本部というのは事務所のためにある」とい

う意識でおりまして、そういうものを徹底してまいりたいと思うんです。事務所から、例

えばお客様とのいろいろ何かあったら、すぐそれが本部に入る、そうすると、本部とブロ

ック本部で課題を、あるいは対策を検討して、それで事務所に返す。そうすると、組織と

しての一体感というんですか、かつて指摘されたガバナンスの欠如ですとか、内部統制の

欠如というのは、そういう一体的な感じを持つことによって大きな解決の手だてとなると

思っていまして、そういう意味で、縦の距離のあれを縮めていく。先ほどちょっと事務所

に民間の方が入られたということは知っていますけれども、かなり若い人たちもこういう

官から民へ変わったという中で、やりがいとか生きがいって求めている職員が多いと思う
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んです。私どもはそういう若い人のいろいろな意見をくみ上げて、それをこれから、まだ

いろいろ課題は残っていますけれども、そういうものに活かしていきたいと思っておりま

して、かなりそういう職員があちこちの事務所におられるなというのが私どもの実感であ

ります。 

【石塚常勤理事】  後段の国民年金の納付率の問題でございますが、後ほどまた機構全

体の中期目標とか、中期計画の中でどういう目標を持ってというご説明をする予定でござ

いますけれども、残念ながらここ数年、年々納付率が低下しているような状況でございま

す。そういう中で、当面の目標としては何とか下げ止まって、できるだけ早い時期に反転、

向上させるというようなことで中期目標に掲げさせて取り組みを進めるということになっ

ておりますけれども、現在は、国民年金保険料の場合、現年度といいますか、その年に納

める保険料と、あと納期限が来てからも２年間納められますので、過年度の保険料と２つ

あるわけなんですけれども、主として現年度につきましては、19年からはいわゆる市場化

テストの活用をして、民間業者の方にお願いして、督励等業務を進めているところでござ

います。それにつきましては、なかなか制度導入後、まだ２年目、３年目というのは、地

域によってちょっとスタートが違うんですけれども、業者の皆さんと社会保険事務所がコ

ミュニケーションをとって、お互いのノウハウを活かしながら進められるのが理想なんで

すけれども、まだ慣れない面もありまして、まだそこが円滑にいっていない面があります

ので、そこの両者の連係を深めながら民間のノウハウを活用して、少しでも成績が上がる

ようなということで、具体的な中身としては、業者の皆さんを選ぶ際の入札の要件とか、

そういう個別の条件で少しでもインセンティブが上がるような、そういう方法につきまし

ては内閣府に別途委員会がございますので、そういう委員の皆さんのお知恵も借りながら、

少しずつそういう中身を改善しつつ、民間の活力を活用してというようなことで頑張って

いきたいというようなことでございます。 

 一方、過年度につきましては事務所の職員が主体となって、納付督励をして、どうして

も納めていただけない、一定以上の所得のある方については督促状を出して、最終的には

差し押さえも辞さずということで、負担の公平を確保するという観点からもやるというこ

とで取り組んできたんですけれども、最近、残念ながら記録問題の要員として、大分、徴

収担当の職員が記録問題に携わっているというようなことでなかなか外回りができないと

いう状況が続いておりますけれども、来年以降は適用徴収対策というようなことで一定の

予算措置もしていただきましたので、来年度以降、また各事務所レベルでそれぞれの目標
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を立てて、しっかり外回りもできるような目標管理をして取り組んでいきたいと、そんな

ようなことで考えております。 

【郷原座長】  ひとあたり質問していただいたんですが、まだ若干時間がありますので、

まだ質問していただいていない事項を。お願いします。 

【高山委員】  通常業務を継続しながらの組織変更で皆さん大変だったと思いますので、

あまり無理なお願いをする段階に今はないと思っているんですけれども、移行に当たって、

当初、予定しなかった、予想しなかった苦難に今、直面しているということはございませ

んか。 

【薄井副理事長】  基本的に、準備段階から業務の流れとか、そういうものを整理をし

てまいったんですけれども、やはり例えば会計関係、日本年金機構には公務員はおりませ

んから、そういうふうな会計関係のところで、例えばいろいろな会計関係の書類が、従来

は年金事務所に行っていたのが、そういうストレートな流れになっていなくて、若干タイ

ムラグがあるようなものであるとか、一応、業務は流れておりますけれども、そういうふ

うな課題などはあると思っておりまして、そういうふうな課題については知恵をこれから

絞っていかなければいけないと思っています。 

【高山委員】  新たに採用された職員には、まだ職務に慣れていない人がいるはずです。

それからベテラン職員が、特に団塊世代が大量退職したはずでして、業務に精通している

人たちが大量にいなくなってしまった。あるいは処分等があって機構に移れなかったとい

う人たちにもベテランの人がたくさんいたはずです。そういう意味で人員構成が大幅に変

わったことに伴う苦難はないんでしょうか。 

【薄井副理事長】  それは、先ほど申し上げたように、相当の職員が民間から採用され

ています。当初の計画では、1,400人の准職員というところは社会保険庁からの移行者で想

定されて、現実問題は社会保険庁からの移行者はその半分ぐらいということでございます

ので、その分も民間から来ていただきました。民間からの人にある程度社会保険のことを

お分かりの方もいらっしゃるんですけれども、管理経験はあるけれども、この分野の仕事

は初めてという方もいらっしゃいます。そういう方につきましては、先ほど申し上げたよ

うな研修をある程度しましたけれども、まだ研修が全部終わっているわけではない部分も

ございまして、まず、業務に慣れていただいて、組織になじんでいただき、自ら一人前で

仕事をしていただけるように持っていくというのが、正直言ってまだ移行期にございます。

これは別に正規職員、准職員だけではなくて、特定業務・アシスタント契約職員について
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も言えることなんですけれども、きちっと指導をしてＯＪＴがきちっとできればよろしい

んですが、やはり業務がかなり走っているものですから、ＯＪＴが必ずしも組織立って行

われていないところは正直言ってございまして、ここはブロック本部の協力も得ながら、

ＯＪＴをどういうふうにやっていくかということを再整理をしたいと思っています。 

【郷原座長】  ほかにいかがでしょうか。 

【片桐委員】  資料の６ページ目のところに、本部・ブロック本部・年金事務所の役割

分担というところがございまして、本部のところで監査機能で業務監査、会計監査、シス

テム監査とございます。この体制、どの監査に何人の人を充てていらっしゃるのかという

ことを教えていただけますでしょうか。 

【樽見経営企画部長】  すみません、監査につきまして本部の監査部で100人がおりまし

て、そこでの……。 

【薄井副理事長】  地方駐在を入れて100人ちょっとでしょう。 

【樽見経営企画部長】  そうですね、地方駐在を入れて100人超ですが、それの中の業務

監査、会計、システムというところについての内訳は今、ございません。すみません。 

【郷原座長】  また後ほど詳しい数字は。 

【薄井副理事長】  そこは資料をまた整理します。業務、システムというふうに必ずし

もそこは分かれていませんけれども、一応、監査の体制ということで。 

【郷原座長】  ほかにいかがでしょうか。 

【岸村委員】  １つよろしいでしょうか。お伺いしたいんですが、私どもは市町村とし

て法定受託で協力・連携で業務を推進していこうと、特に国民年金の立場ですけれども、

まだ不慣れだということでやむを得ない部分ももちろんあるんですが、そうはいってもお

客様は毎日窓口にお見えになるという中で、記録問題に相当な人が割かれていて、問題の

年金事務所に関しては新しい方が配置されていると、だからまだ不慣れだということはも

ちろんわかるんですが、ということは、ベテランの方が、多分、ＯＪＴの役割で後ろに控

えていらっしゃるんですが、私どもの感想としては、その方が非常に疲れ始めていると。

つまり年金の相談ってちょっと勉強したぐらいで自信を持って御説明するというのは非常

に難しい業務だと思うんですが、名刺を全員にお渡ししながら相談をするというプレッシ

ャーの中で受けているものですから、そういう意味では、その後で何か苦情があったとき

にベテランの方にそれが来るということで、疲れている実態みたいな、その辺にも是非現

場を御覧になる上で気を配っていただきたいなということと、それから、市町村に対して
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いろいろな文書が従来から交付されていますが、実態、現在、実は公文書が送達されるル

ートが途絶えたと我々は思っていまして、何で知るかといいますと、機構のホームページ

であるとか、あとはいわゆる『年金実務』という冊子、ああいったところから市町村は、

こういうふうに今度取り扱いが変わるんですかというようなことを事実は入手している実

態がございますので、是非その辺も、慣れれば軌道修正が行われると思うんですが、是非、

今まだそういう状況にあるということは御承知おきをお願いしたいなということでござい

ます。 

【薄井副理事長】  市町村への連絡、それから冒頭おっしゃった、職員、やはり業務が

かなりハードで、いわゆる時間外勤務もかなりやっているような状況でございますから、

モチベーションをどういうふうに維持していくかということは非常に重要なテーマだと思

っていますので、本部としても目配りしていきたいと思います。 

【郷原座長】  もう間もなく大臣が来られるのでそろそろ終わりにしたいんですが、最

後にちょっと申し上げておきたいと思います。この委員会は監視委員会という名称になっ

ているんですけれども、年金業務の性格からいって、入札監視などと違って不正行為を監

視するような必要がある、そういうものではないと思うんです。システムとして問題があ

るところをきちんと認識して、問題を共有して、むしろ問題が起きないような方向でいろ

いろな提案をしていくということのほうが重要だと考えています。ですから、委員の間で

もいろいろ話をしている中で、今後現場にも出かけていって、いろいろ状況を把握させて

いただいて、いろいろな形で年金業務にかかわってこられた専門家の委員もたくさん入っ

ていますし、我々なりの意見を、あるいは提案をさせていただこうと思っていますので、

そういう面でこれからよろしくお願いします。何といっても、社会保険庁の問題について

はやはりかなり誤解をされた点があって、それによる国民からの不信というのがますます

その状況を悪くしたというようにも我々は思っていますので、そういったことを繰り返す

ことは絶対ないようにいい方向で仕事をしていただきたいと考えております。 

 とりあえず前半はこのあたりで。 

【階政務官】  ちょっとリラックスした話をお願いしたいんですが。この間、長妻大臣

が埼玉でしたか、視察に行かれましたね。 

【樽見経営企画部長】  はい。川越のオフィスへ。 

【階政務官】  どんなふうなやりとりがあったのか、ざっくばらんで結構ですので。 

【樽見経営企画部長】  川越の事務所へ参りまして、川越の年金事務所は非常に混んで
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いる事務所でございます。社会保険庁時代も混んでいて、それが引き続いて１月も待ち時

間がかなり長いということでございましたので、そこの実情を御視察いただき、また相談

に来ている方の相談、担当官が相談をしているわけですが、そのわきに大臣が座られまし

て、その相談をやっているところをちょっと一緒にというようなこともされました。 

 その中で大臣からお話がありましたのは、要は、何となく事務所が相変わらずちょっと

お役所っぽい感じがあるというようなところです。例えばエレベーター、川越の事務所は

民間のビルを借りて３階にございます。駅前にあって非常に交通の便がいいので込むんで

すが、１階に銀行があるビルの３階にありますので、エレベーターが開いて、そうすると

相談の方はこちらという矢印とかがあるんですが、そういうサイン、張り紙が相変わらず

ちょっとお役所っぽい感じがあるので、もうちょっと何か明るくできないかとか、それか

ら、あとはお客様の動き方、入り口から相談ブース、待合場所、その間に入り口で係員が

立っていまして、番号札をとってお渡しするんですけれども、銀行なんかと同じです。そ

ういうところの配置がもっと流れがスムーズになるようにできないか、それから、特にパ

ンフレットが置いてあったり、お客様からの「ご意見箱」というものを私どもは置いてい

まして、お客様からいろいろ気がついたこと、御要望、御意見をいただくようになってい

るんですが、「ご意見箱」の置いてあるところ、その用紙が、これは番号を配っている担当

者のちょっと陰になっているんです。そういう位置とか、そういったようなことを含めま

して、いろいろ御指摘を賜りました。 

【郷原座長】  それでは、議事の途中でございますが、ただいま原口大臣が到着されま

したので、一言ごあいさつをいただきたいと思います。 

【原口大臣】  皆様、こんにちは。総務大臣の原口一博でございます。 

 先日の委員会の発足時にも申し上げましたが、年金記録に対する国民の信頼回復と、日

本年金機構の適正・円滑な業務管理運営体制の確立は喫緊の課題でございます。 

本日は、第２回目の委員会として、厚生労働省及び日本年金機構からヒアリングを行っ

ていると伺っております。委員の皆様には、現在、年金業務がどのように行われているか。

消えた年金の記録確認の第三者委員会のあっせんも、今、５割を超えてきております。こ

れまでの問題、確かに、今まで年金は大きな企業を中心としたものが1980年代の終わりに、

中小零細企業に広げられると、その中で年金の記録の問題も起きている。単に、社会保険

庁のパフォーマンスの問題というよりも、制度そのものが抱えていた矛盾が、現場や多く

の国民の皆様にたくさんのひずみをもたらしたと、そのように私どもは考えております。
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是非、その上で新たに再生の道筋をつけなければなりません。皆様におかれましては、是

非、積極的な御議論をいただきますようによろしくお願い申し上げます。 

また、本日御出席くださっています厚生労働省及び日本年金機構の皆様におかれまして

も、問題の解決に向けた取り組みを一緒に行ってまいりたいと思います。 

野党時代、118回、年金の問題について、私たちは、総務・厚生労働・年金合同部門会議

というものを行わせていただきました。国民に信頼される年金行政、年金業務の確立のた

めに、是非御協力をお願い申し上げまして、委員の皆様、そして御出席の皆様に対する感

謝のごあいさつに代えたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

【郷原座長】  原口大臣、ありがとうございました。 

 原口大臣におかれましては、公務御多忙のため、ここで御退席されます。 

【原口大臣】  すみません、あいさつだけで。どうぞよろしくお願いいたします。 

【郷原座長】  それでは、議事に戻ります。 

 続きまして、日本年金機構の中期目標について、厚生労働省から御説明をお願いします。 

【宮本事業企画課長】  事業企画課長の宮本と申します。よろしくお願いいたします。 

 お手元に資料といたしまして、本編資料の25ページでございますが、資料２－１としま

して、日本年金機構の中期目標に関する全体の構成図といいますか、概要図、それからそ

の下に具体的な中期目標を26ページ以下に用意させていただきました。また、資料２－２

といたしまして、これは日本年金機構に中期目標に基づきます中期計画、年度計画を用意

させていただきましたので、恐縮でございますが、若干お時間をいただきまして、まず中

期目標につきまして私ども年金局から御説明させていただき、その後、それに基づく中期

計画等につきまして機構から御説明をさせていただきたいと思います。 

 早速でございますけれども、資料の25ページを御覧いただきたいと思います。既にこう

いった中期目標等を含みました法人のパフォーマンス管理につきましては独立行政法人制

度というものが政府の中にはございますけれども、基本的には私どもの今般の日本年金機

構の仕組みというのは、その制度にほぼアナロジーを持って制度設計されております。し

たがいまして、ここで説明申し上げたいことは、まず第１点目に役割分担でございますけ

れども、厚生労働省、左側の四角の中にございますが、私どもにおきまして中期目標を厚

生労働大臣が設定し、それに基づき、右側の欄に移りまして、日本年金機構におきまして

中期計画、それから年度計画といったものを作り、それぞれの中期計画や年度計画の達成

状況につきまして厚生労働大臣が評価をするという、また必要に応じまして必要な相談等
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を機構とするということによりまして、業務の所期の目的を達成するということを目指し

ております。 

 ただ、手続論としましては、この場合に中期目標を私どもが定める際には、まず１つは、

「中期目標 厚生労働大臣」とありますところからの吹き出しでございますけれども、中

期目標におきましては、そこの①から④を必須で書くということとしておりますし、また、

これを定めるに当たりましては、厚生労働大臣の丸い円の下のほうを、御覧いただきます

と、社会保障審議会という欄がございますが、具体的にはこの社会保障審議会の日本年金

機構評価部会におきまして、この中期目標の審議をお願いし、また、先ほど申しました評

価に当たりましては、その部会におきましての評価もお願いするということになっており

ます。 

 ページをおめくりいただきまして、26ページでございます。１月１日付で大臣名で機構

にお示しさせていただきました。前文のところにおきましては、先ほど、郷原座長からも

ご指摘いただきましたように、日本年金機構を設立しなければならなくなりました経緯等

につきまして簡単に概要を、まず気持ちを込めました前文を書かせていただいております。

初めの第１段落にございますように、社会保険庁がさまざまな問題を起こしたという反省

に基づいて、機構になった場合にはサービスがよくなったと国民から評価される組織とな

らなければならないということを大きな命題として考えております。 

 具体的な課題といたしまして、中期目標の必須事項ではございませんけれども、先ほど

来御指摘がありますような現下の喫緊の課題であります年金記録問題につきましては国家

プロジェクトとして注力することと、またその際に国民目線に立った不断の改善であると

か、透明性の高い業務運営に取り組むことを求めております。また、先ほどの御議論でも

いただきましたけれども、国民目線のサービス改善を図るという観点からは、国民の皆様

からのご意見、ご要望、それから第一線の職員の意見といったものを積極的に反映すると

いうことに努めるように求めました。日本年金機構の発足は、御案内のとおり本年の１月

でございますので、21年度は１月、２月、３月の３か月でして、その発足の３か月につき

ましては混乱の回避と円滑な移行に最大の注力を図ることと、また22年度以降につきまし

ては組織のパフォーマンスを最大限に上げていただきまして、優先順位をつけた計画的な

取り組みをお願いしております。 

 具体的なお話としまして、まず１点目、中期目標の期間でございますが、中期目標期間

は発足の22年１月１日から26年３月31日までの４年３か月としております。 
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 また、それから２番目に、これは記録問題が喫緊の課題であることから、機構に対しま

してお願いする中期目標に掲げる内容としましては、まず第１に年金記録問題への対応を

掲げさせていただきました。先ほど申しましたように、国家プロジェクトとして位置づけ、

22、23年度、２年間に集中的に予算、人員を投入して取り組み、25年度までの間に多角的

に取り組むこととし、これを当面の最重要課題として、取り組むこととしております。 

 27ページに移りまして、特に以下の事案について計画的に取り組むことといたしまして、

現在、私どもが重要と考えております記録問題につきまして、８つの点につきまして項目

を掲げさせていただいております。 

 それから中期目標の必須項目、以下並べておりますが、３番目に、提供するサービスそ

の他業務の質の向上に関する事項といたしまして、適用事務、保険料収納事務、それから

給付事務につきまして、それぞれ課題といたしまして、先ほどからも御指摘もございます

けれども、未適用事業所の把握の促進であるとか、あるいは納付率の低下傾向に歯どめを

かけ、これを回復することを目標として掲げております。それから４番目は相談、情報提

供等に関する事項でございますが、国民の視点に立った、目線に立った懇切丁寧な対応に

努めること、あるいは市町村や社会保険労務士さんたちとの連携強化を図ること、さらに

また情報提供につきましては、（４）の一番最後の丸でございますが、わかりやすく効果的

な情報提供といったものをお願いしております。（５）でございますけれども、国民の声を

反映させる取り組みに関する事項を掲げております。 

 大きな４番目は業務運営の効率化に関する事項でございますが、１つは、そもそもの効

率的な業務運営体制ということで、１つ目の丸にございますように、業務の合理化・効率

化、それから、その中でも特に届出、入力等の事務につきましての広域的集約化に向けた

準備、それから２番目に、（２）としまして運営経費の抑制等につきまして、人員体制等に

ついての効率的な対応につきまして求めております。「ただし」とございますけれども、年

金記録問題につきましては、この解決が早急かつ確実にできる体制ということについて特

に留意するよう指示をいたしております。 

 それから、あとは（３）、（４）、（５）とございますが、一般的にこういった目標に掲げ

させていただいておりますように、外部委託の推進であるとか、私どものシステムは、制

度は何といいましても全国に張りめぐらせました年金事務所等との間のオンラインシステ

ムという非常に大きな資産といいますか、装置を持っておりますので、これの見直しに関

する事項につきましても取り組みをお願いしております。 
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 最後に、大きな５番目といたしまして、業務運営における公正性、透明性の確保その他

業務運営に関する重要事項といたしまして４点挙げさせていただいておりますが、先ほど、

御指摘がありました内部統制システムの構築、情報公開の推進、人材育成と、それから、

当然のことながら私どもの制度というのは個人情報を非常に多く扱っておりますので、そ

の適切な保護といったものを求めるということにしております。前半には記録問題の反省

という形で具体的な業務に活かすのかということを、３、４、５辺りのところで個々に少

しずつ気になるところを書かせていただいたという中期目標にしております。 

 それから、あらかじめ事務局を通じまして先生方から御質問いただきました。１つは２

の年金記録問題への対応の27ページの一番上の丸、年金記録問題の解決に向けては、「厚生

労働省に設置されている外部有識者による委員会等の議論も踏まえ、以下の事項について

計画的に取り組むこと」とあります。この中の下から３つ目に相当するかと思いますが、

標準報酬遡及訂正事案等に関する調査委員会報告書につきまして、そのうち社会保険庁が

社会保険事務所に対して措置した事項の対応状況。もう一つはその下の３の提供するサー

ビスその他業務の質の向上に関する事項のうち（２）の保険料収納事務に関する事項に関

連しまして、国民年金保険料の納付率、あるいは厚生年金保険料の収納率の推移等につき

まして御質問をいただいております。これにつきましては、別冊の参考資料の６と７でご

質問に対する御説明を用意させていただいておりますので、恐縮ですが、この次の本編の

中期計画の説明の前に、その内容につきまして概略を担当課長より御説明させていただき

ます。 

【橋本事業管理課長】  それでは、参考資料の45ページをお開きいただきたいと思いま

す。年金局の事業管理課長の橋本でございます。 

 まず、45ページでは、標準報酬遡及訂正事案等につきまして、この調査委員会を設けて

報告をいただいたわけでございまして、座長にも大変これの関係でご尽力いただいたとこ

ろでございます。この中で、いろいろと御指摘をいただいている事項につきましてのその

後の対応事項、対応状況につきまして簡単に御紹介させていただきます。 

 まず、年金記録問題の被害者の救済という御指摘につきまして、総務省の年金記録確認

第三者委員会というところで大変この関係での救済の御尽力をいただいているわけでござ

いますけれども、そちらの委員会に送付するまでもなく、私どもの年金事務所の段階で年

金記録の回復をするということができれば、なるべく迅速な回復が図れるということでご

ざいますので、そういった救済を図るための具体的な基準の設定というふうなことを行っ
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ております。一番上の①のところでは、平成20年12月の段階で設定したものでございます

が、事業所の全喪日以降に標準報酬等の遡及訂正処理が行われていたというふうなもので、

従業員であったことが確認できる等の条件を満たすものという条件を設定しておりました

が、その後、いろいろまた議論を重ねまして、平成21年５月、さらには昨年の12月という

ところで、さらにこの回復基準を追加して拡充を図ってきております。②のところでござ

いますけれども、標準報酬の不適正な処理の可能性の高い69,000件に係る申し立てと、６

万9,000件と申しますのは３つの条件があるわけでございますが、この３つの条件をいずれ

も満たすものということで「６.９万件」でございます。これに係る申し立てであって、従

業員等であったことが確認できるということであれば、これは第三者委員会に送るまでも

なく救済をいたしましょうというふうなことで基準の設定をさせていただきました。併せ

て、③、④にございますような国民年金関係、あるいは脱退手当金の関係につきましても

基準を同じタイミング設定でさせていただいております。 

 それから、この基準について検討いたしました厚生労働大臣直属の年金記録回復委員会

という磯村教授のもとでの委員会がございますが、こちらでさらにこの第三者委員会のあ

っせん事案の事例分析等、いろいろ御協力をいただきまして、さらにこういった被害者救

済のための施策というものができないかということで、いろいろ検討をさらにしていると

ころでございます。 

 46ページに参りまして、業務運営の管理・監督という点についてでございますが、こう

いった標準報酬遡及訂正の不適正な事案の再発防止ということで、昨年の３月に通達を発

しております。この中でいろいろと標準報酬が実際に下げられたのかどうかということを

確認するための幾つかの確認ポイントを示してございます。 

 それから、さらにその下に四角がもう１つございますけれども、昨年の11月の段階で、

従業員は比較的はっきりしているんだけれども、役員のほうはどうするのかというところ

がやや不明確であったということでいろいろ指摘もございました。それを受けまして、役

員の標準報酬を引き下げる場合の添付書類というものは何かということをより明確化した

形の通達を11月に出させていただいております。 

 それから今後、これから後、御説明させていただきます日本年金機構の中期計画の中で、

事業目標の設定というものにつきまして、機構全体、それから年金事務所ごとに行動計画

を策定して、当該計画に基づいて事業を推進するということでございます。いろいろ収納

率を維持することのプレッシャーがあったのではないかというふうな御指摘もこの報告書
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の中であるわけでございまして、こういった事業目標の設定の仕方につきましても工夫を

いたしております。 

 それから、先ほど適用・徴収の人数というふうな御指摘がございましたけれども、この

予算ベースの数字でございますが、正規職員あるいは准職員につきまして、機構の発足時

と比較しまして約1,900人、それから社会保険庁当時の昨年４月と比較いたしますと約

2,300人の職員を22年度予算案の中では増員するというふうな予算措置をしておりまして、

これを受けまして、具体的な体制の強化というものを図ることにいたしておるところでご

ざいます。 

 それから、標準報酬の不適正処理にかかわった職員に対する調査でございますが、まず

この69,000件の中で受給者にかかわります２万件につきまして、訪問調査というものを一

昨年の10月からやったわけでございます。昨年の３月までにおおむね終了いたしました。

この中で職員の関与をうかがわせるような内容の回答が1,335件ございまして、こういった

ものにつきまして、外部の方々にもいろいろと関与していただきまして調査を行い、その

結果、元課長２名につきまして、１名は既に退職しておりまして処分できませんでしたが、

このような処分、それから21年の７月31日に公表した事案の中での元徴収課係長、係員の

処分、このように関係した職員の処分を行っているところでございます。 

 続きまして、収納率・納付率の関係でございますが、48ページに国民年金の保険料の納

付率の推移を掲げてございます。平成19年度、20年度、21年度のそれぞれの保険料納付率

につきまして、月次で示させていただいております。現年度分と過年度分でございまして、

ここに出ておりますのは基本的に現年度分のものでございます。平成19年度で見ますと、

現年度分が最終的に20年の４月末現在ということで63.9％というところでございました。

その後、過年度分の徴収をやっておりまして、昨年12月末現在で68.2％まで来ているとい

うところでございます。同じく20年度の保険料につきましては、現年度分といたしまして

は21年４月末現在で62.1％というところまで参りまして、現在はこれの過年度分の徴収を

いたしておりまして、昨年の12月末現在で64.5％というところまで来ております。それか

ら平成21年度の保険料につきましては、現年度分だけでございますが、昨年の12月末現在

で58.8％という数字でございます。 

 それから、続きまして49ページが厚生年金の保険料の収納率でございます。こちらは平

成19年度、20年度、21年度につきまして、同じように月次で示させていただいております。

ただ、ちょっと下に注書きもございますが、厚生年金の保険料の収納率につきましては現
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年度分だけをここで掲げておるわけではございませんで、前の年度の徴収できなかった分

は次の年度に引き継いだ形で、したがって現年度分だけでなくて前年度、あるいは前々年

度の分も含めてこの数字の中に入ってございます。そういう意味では、先ほど見ていただ

いた国民年金のほうと数字の取り方が若干違いますので、その辺だけ御注意いただきたい

と思います。19年度の保険料、これが20年３月末で98.4％まで来ておりますが、この19年

度分、19年度の最終的にはこの後、３月分の納期が４月末に参りますので、それを見ます

と、その下に米印でついてございますが、98.7％というところでございます。現年度分に

限りますと、99.6％という数字でございます。同じように、20年度、21年度につきまして

も徴収を進めておりまして、最新の21年度の保険料で見ますと、21年12月末現在で94.2％

という数字でございます。 

 なお、厚生年金の収納率につきましては、月末の、例えば４月ですと、４月分の保険料

は５月の末日が納期限ということになるのですが、その日がたまたま休日に当たっていた

りしますと、納期限の日に入る分が反映されてこない数字になってまいります。そういう

状態になっているところについてはアスタリスクが数字の横についており、他の月に比べ

て数字が低くなっているのは、たまたまそういうふうな日に当たったということの影響が

あるということで御承知いただければと思っております。 

 簡単ですが、以上でございます。 

【樽見経営企画部長】  それでは恐縮でございます。引き続きまして、日本年金機構の

中期計画、年度計画ということを資料に入れてございますので、これにつきまして簡単に

ご説明申し上げたいと思います。資料の２－２でございます。資料本編の30ページ以下で

ございますけれども、先ほど説明申し上げました日本年金機構の中期目標ということに基

づきまして、それを具体化するということで中期計画、年度計画というものを定めている

ものでございます。計画自体は、ちょっと小さい字になりますけれども、この資料でいい

ますと34ページ以下に三段表の形で今ご説明のありました中期目標の文章を一番左に書き

まして、その次に中期計画、それから21年度計画というような形で対照表の形でつけてご

ざいますけれども、まずポイントをまとめた資料が30ページからございますので、主とし

てこれに基づきましてご説明をさせていただきたいと思います。 

 何といいましても日本年金機構、当面の大きな課題、年金記録問題ということでござい

ますが、先ほどありましたように、中期目標に基づきまして幾つかのこういう方向で取り

組むべしというご指示を賜っております。それを具体的にどういう手順で取り組むかとい
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うことにつきまして、実は現在、行動計画といいますか、具体的にこの中期計画に基づい

てどういうふうに行っていくかということについて具体的なスケジュールを作る作業をや

ってございます。工程表といっていますけれども、それを現在、作っておるところでござ

いますので、それに従いまして対応を推進するということでございます。工程表につきま

しては今年度中に作っていきたいということで、今、取り組みをしているところでござい

ます。 

 業務の質の向上に関する事項ということでございますけれども、まず厚生年金保険の適

用の推進、それから国民年金の納付率の向上、先ほどもご指摘賜りましたこういったとこ

ろについて書いてございますけれども、それぞれの目標、スケジュールといったようなも

のを行動計画という形で機構全体、あるいは年金事務所ごとに作って効果的な取り組みに

努めていきたいというようなことが書いてあるわけでございます。 

 また、31ページになりますけれども、厚生年金保険等の徴収対策の推進ということで、

この辺も適用、国民年金納付率、それから並んで厚生年金の徴収といったようなところに

つきましても、行動計画を作りまして効果的に取り組んでいきたいということでございま

す。 

 給付につきましては、給付にかかわる日程、お客様をできるだけお待たせしないという

ことで、サービススタンダード、これは社会保険庁時代も取り組んでいたわけでございま

すけれども、引き続きまして、サービススタンダードを設定して、これをできるだけ守れ

るようにしていきたいということが書いてございます。 

 年金相談でございますけれども、まさに来所時間の待ち時間を通常期で30分、混雑期で

１時間を超えないような短縮に努めるということにしてございます。これは後ほど出てま

いります「お客様へのお約束10か条」というところでも待ち時間をできるだけ短くすると

いうことで言っているわけでございますけれども、そういうことで、なかなかまだ守れて

いないところがございますけれども、頑張っていきたいということでございます。 

 電話相談の応答率につきましても、これはかなり時期的に、例えばこの間、２月辺りで

いいますと、税金の関係、源泉徴収票なんかを年金の通知と併せてお送りしたというよう

なことがありまして、そういうときはどうしても電話の件数も増えますので、応答率が落

ちてしまうというところがございますけれども、できるだけこれの体制をつくりまして、

応答率を７割ということで確保していきたいということを計画に入れているわけでござい

ます。 
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 お客様の声を反映させる取り組みということで、「お客様へのお約束10か条」、これは１

月の当初からこういうものを作ったわけでございます。今日の資料に入れてございません

が、私ども職員はちょっと小さくてあれですが、こういう役職員必携って皆配られており

まして、これにお客様へのお約束10か条、あるいは役職員行動規範、あるいは個人情報保

護の１０か条、それから先ほどお話が出ましたがコンプライアンスを守っていくというこ

とで、コンプライアンスについての連絡先といったようなものを皆持っていると。ちょっ

と字が小さいんですけれども、ありまして、お客様へのお約束10か条ですと、わかりやす

い言葉で丁寧に御説明しますと、あるいは年金の御相談のときにはお客様にとってプラス

になるもう一言というのを心掛ける、あるいは電話は３コール以内に出ますと、あるいは

来所、電話による御相談のときには迅速にお答えして、すぐその場でお答えできないとき

には２日以内に確認の状況をご連絡します、それから相談でいうと、先ほどのようにお待

たせ時間は30分以内を目指します、守れないときには待ち時間の目安というものを必ず表

示して、お待たせ時間の短縮に努める、それから文書もできるだけわかりやすくする、そ

れからお客様の御意見、御要望をサービス改善につなげる、そんなようなことを書いてい

るわけでございますけれども、それを実現していくと。それから年金事務所におけるお客

様モニター会議、あるいは先ほど大臣が川越へ参りましたときのことで触れましたが、ご

意見箱というものを年金事務所には置いておりますので、それを集めましてサービス改善

に取り組むというようなことでございますし、またこのお客様へのお約束10か条は、実は

10か条を書いた後に、お約束を守れたかどうか毎年の実績をご報告しますという１項目を

入れてございます。これはアニュアルレポートというものを年次報告書でつくりまして、

わかりやすく情報提供ですとかサービスがどれくらい改善したかということを明らかにし

ていきたいということでございますので、そういった取組をしているということでござい

ます。 

 電子申請はオンライン利用率65％、23年度末で65％ということで目指して取り組んでい

るということでございます。 

 業務運営の効率化ということが次に出てまいりますけれども、運営経費の抑制というこ

とで、できるだけ効率的に取り組むと、これは私ども特殊法人、その他独法等も含めまし

て、管理費、あるいは業務経費についての抑制ということについては一生懸命取り組んで

いかなければいけないわけでございます。そういうことが書いてあるわけですが、ただ、

年金記録問題につきましては、国家プロジェクト期間の間、必要な人員についての別途確
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保ということで、年金記録問題についてはしっかりと進めていくということでございます。

外部委託の推進、あるいはオンラインシステムの見直し、あるいは契約の透明性の確保と

いったようなことで取り組むことにしておるということでございます。 

 内部統制システムにつきましては、リスクの未然防止といったようなこと、それから文

書管理規程の策定、文書の適切な保管、それから情報公開の推進、あるいは人事、人材の

育成、個人情報の保護といったようなことにつきまして書いてございます。 

 その後ろのところにつきましては、細かな説明は省略させていただきたいと思いますけ

れども、幾つか、例えばこれでまいりますと、42ページのところから相談の話が出てまい

ります。相談につきまして、先ほど触れましたようなお客様10か条にあるような相談時間

の短縮といったようなことで取り組むということでございますが、差し当たってそれを具

体的にどうするかということが、実は、21年度の計画は差し当たって３月までのスパンで

ございますけれども、できるところからできるだけ具体的に取り組むということが書いて

あるということになってございます。 

 この相談のところでいいますと、年金相談センター、年金事務所のほかに年金相談セン

ター、相談に特化した出先というものを全国で51か所、社会保険庁時代は設けておりまし

たけれども、その年金相談センターの運営については全国社会保険労務士会連合会に委託

という形で進めてございます。ここの42ページのところでいうと、真ん中の段でいうとイ、

右側の段でいうとウということになりますけれども、全国社会保険労務士会との委託契約

の内容ということで、参考資料の８に労務士会との委託契約について簡単にまとめたもの

と契約書の写しと、必要なマスキングをさせていただいておりますけれども、つけてござ

いますので、御参考までに御覧いただければと思ってございます。 

 それから、この細かなほうでいいますと、あとは業務運営の効率化ということが、45ペ

ージの下のほうから参りますけれども、ここのところで、今申し上げたように効率化を図

るということでございますけれども、年度計画のほうには、細かく書いてあるところでい

いますと、一番右の欄ですけれども、まさにお客様と直接接する年金事務所等一線の職員

の声の収集といったようなことで業務の改善、サービスの改善はもちろんでございますけ

れども、こういうところに取り組んでいくというようなことが書いてあるというところで

ございます。 

 あとは説明を省略させていただきます。 

 以上でございます。 
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【郷原座長】  ありがとうございました。 

 ただいまの御説明について、意見、御質問はありませんか。 

【階政務官】  ありがとうございました。 

 この年度計画とか中期計画は、もうこれは確定したものという理解でよろしいですか。 

【樽見経営企画部長】  はい。 

【階政務官】  野党時代によく我々が取り上げていたのは、消えた年金で特別便の返事

が返ってきましたと、その人の記録かどうかを確認して、元の記録に戻して年金を支給す

るまでにあまりに時間がかかると、当時、確か１年以上かかったと思うんですが、その辺

りについて、どの程度短縮するかということの具体的な目標がないように思うんですけれ

ども、その辺はどういう扱いになっているのかを説明していただけますか。 

【矢﨑常勤理事】  特によく問題提起されまして私どもが取り組んでまいりましたのは、

いわゆる再裁定のお申し出、見つかって、それから事務所のほうで再裁定手続をして、そ

れから実際に支給されるまで、それが非常に長いということです。これは要素は２つござ

いまして、１つは各年金事務所から高井戸のセンターまでの進達の期間、それから進達さ

れてから実際、支払われるまでの期間ということが問題にされておりまして、ここは全部

トータルして３か月という目標でやってまいっています。大体、今のところ何とかそれは

守れているということであります。 

【階政務官】  この計画に書かれていますか。 

【矢﨑常勤理事】  ええ、中期計画上は。 

【樽見経営企画部長】  すみません、中期計画上、今の資料でいいますと36ページ真ん

中辺に、（５）ですか、年金記録の訂正や再裁定後の支給を迅速に行うための体制整備とい

うことで、しっかりやるということが書いてございますが、これに、その３か月というと

ころ自体については、これには数字は書いてございません。 

【階政務官】  そこは、もう固まった計画だということなんですが、理事長、是非。 

【井上事業企画部長】  年金記録問題については中期計画には計画的に進めると書いて

あるので、機構としても工程表ですね、年金記録問題を解決するための実施計画、工程表

と呼んでおりますが、これを定めることにしています。 

【階政務官】  工程表に具体的に書かれる。わかりました。 

【井上事業企画部長】  はい、工程表です。これは３月中に理事会で決定して、来年度

からの４年間の計画にする方向でやっていまして、その中で再裁定の所要時間といったそ



 

 -33- 

ういう目標、数字もきちんと掲げるというようなことにしたいと思っております。 

【村岡委員】  すみません、よろしいですか。３点お願いがあるんですが、まず１点は

年金記録問題ですけれども、これは薄井さんのほうが御存じのように、相当やってみない

とわからない問題がたくさんありますよね。そういう意味で、前の年金業務等監視委員会

の最終回で、当時の委員長の葛西さんが委員長談話を出しておられますけれども、あの中

で、やはり目標を掲げるのはいいんですけれども、適宜進捗状況を見て、必要であれば目

標を変えるという柔軟性が大事ではないかということをおっしゃっていますので、是非そ

れはお考えおきいただければと思います。それをやるにあたっては、やはり一番よく進捗

をご存じなのは担当の方ですから、今までもそうだと思いますけれども、これからも担当

の方の御意見がトップにすぐ伝わって、トップの方が判断できるような体制を是非進めて

いただきたいというのが１点です。 

 それから２点目は、電子云々というのが、申請というか、ありますけれども、これは御

承知のように、こういうことを申し上げると非常に失礼なんですが、政府の電子申請シス

テムをいろいろなところでやっておられますけれども、結果は、すみません、失礼ですが

惨たんたるものですよね。ですから、お作りになるのはいいんですけれども、それを実際

に皆さんに使っていただくためにはどうすればいいかということまで知恵を十分に使って

いただかないと、作りました、できました、はい、それで中期目標達成しましたではちょ

っと寂しいなと思いますので、それは是非お考えおきいただきたいと思います。 

 それから、３点目はシステムの更改の件ですけれども、前の年金問題のときの調査委員

会、名前は忘れましたけれども、その委員会の資料の中で、現行の年金のシステムは多少

コストが高いのではないかということをうかがわせる文章が、これは私が言っているので

はなくて調査資料に出ております。それが正しいかどうかということはもちろん判断して

いただければいいんですけれども、そういうような御意見もあるということも踏まえて、

是非コストパフォーマンスのいいシステムをつくるにはどうすればいいかということを、

今度、おっしゃるように民間の方が入っていらっしゃるので、そういう方のお知恵も是非

活かしてお作りいただければと思います。 

 以上３点、お願いです。 

【矢﨑常勤理事】  まず１点目の計画の柔軟性、なおかつ現場の意見をよく聞いてとい

うご趣旨だと思います。先ほどちょっと後ろのほうから御説明しましたが、いわゆる工程

表の作業をやっておりますが、この作成に際しましては、１つは地方組織にも原案を提示
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して、要するに平たく言うと、私どもが「絵に描いた餅」を作ってもしようがないので、

実際、現場の力量としてどのくらいなのか、あるいは現場がそれをこなすためにはどれく

らいのリソースが要るのか、あるいはどんな事務の流れの改善が要るのかということも聞

きまして、そういう中で、もちろん、できるだけ早くやらなくてはいかんということはよ

くわかっておりますけれども、そういったものも調整して、現実可能でできるだけ早い線

で何とかメルクマールを示したいと考えています。それを本部と現場が共有することによ

って、現場もやはりめどがなければ、いろいろな作業スケジュールの管理というのも難し

ゅうございますので、共有してやっていこうと思っています。 

 ただ、おっしゃいますように、先ほどもお話がありましたが、当然、通常業務も十分や

っていかなくてはいけません。実際問題、限られたリソースの中で通常業務と記録問題を

どういうふうにデマケしていくかというのは現場にとっては大きな悩みでありまして、ま

たいろいろな状況変化というのはあると思います。そこの中で、工程表は、いわば不磨の

大典、金科玉条にするのではなくて、状況の変化を見ながら、現場と一緒に柔軟性を持っ

て作業を進めるということも、工程表に盛り込みたいとは思っております。 

 それから２点目の電子申請の関係でございますが、適切なお答えになるかどうかちょっ

と自信はございませんけれども、今でもかなりの届けの範囲を入れておりますけれども、

さらに現場のニーズと事業所のニーズ等も踏まえまして、もう少し範囲を拡大するとか、

あるいは直接のお答えかどうかわかりませんけれども、住基ネットを活用させていただく

ような新しいシステムも来年予定されておりますので、そういうものは着実、確実にやっ

ていきたいと考えております。 

【薄井副理事長】  今の件の補足と、それからＣＩＯのお話が出ました。それで、電子

申請というのは、ここでオンラインと書いています。政府全体の電子政府推進という大き

な枠組みで、一般的にはインターネット経由での届出とか、そういう議論ですけれども、

社会保険の場合は結構大企業等がありまして、必ずしもネット経由ではなくて、磁気テー

プみたいな格好で情報をいただくケースもございます。それから先ほど説明があったよう

に、住基情報をいただいて処理をするという形のものもございますので、そういうことも

含めてのこれは目標というふうに御理解いただいて、効率的な推進という観点を踏まえな

がら、これは進めていきたいと思っています。 

 それから、システム更改というか、システムの在り方ということで、先ほど組織図も御

説明しましたけれども、いわゆるＩＴ部門担当の専任の理事、ＣＩＯについては、民間出
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身の方を迎えておりますので、その下でできるだけ効率的、かつ国民サービスに資するよ

うなシステムということで進めてまいりたいと考えております。 

【村岡委員】  よろしくお願いします。 

【吉山委員】  よろしいですか。恐れ入ります。今の電子申請についてお願いなのです

が、今、村岡委員もおっしゃっていたように、非常に使い勝手が悪くて、なかなかうまく

チャレンジできない制度になっております。その中には添付書類というものの問題もあり

まして、今、住基ネット活用ということをおっしゃっていたので、例えば住民票とか、戸

籍謄本、必要なものを住基ネットから取り寄せられるものは取り寄せるなどとして添付書

類を減らす、あと今、賃金台帳等をＰＤＦもしくは紙媒体で送らなくては進まないという

手続もございますので、その辺りを見直して、かつ、取り扱いが非常に楽なものにしてい

っていただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

【高山委員】  まず、中期目標で質問したいことが幾つかあります。なぜ社会保険庁を

廃止して、新しい日本年金機構に衣替えしたのか。一般的な常識で言えば、年金記録問題

は挙げて社会保険庁問題であった、組織そのものに欠陥があり、また職員にも問題があっ

た、組織を変え、そこに属している職員が心を入れ替えれば、もう年金記録問題なんて起

こらない。こういう理解や通念があると思うんです。組織を変え、職員が心を入れ替えれ

ば、記録ミスや給付漏れは起こらないということです。この理解は正しいと言えるのでし

ょうか。 

 確かに社会保険庁にいろいろな問題があったことは指摘されているとおりだと思います

が、組織を変え、職員が心を入れ替えても、記録問題は残ると思います。現に今でも記録

ミスは、多分、起こっています。将来もゼロにできないはずではないか。そういう問題意

識からこの中期目標を見ると、過去への対応とか、あるいは組織を変えることだけにエネ

ルギーが集中しています。一方、国民が本当に怒っていることは、なぜ年金記録を正確に

作ってくれないんだということです。そこのズレが気になります。 

 これからもミスは防げないかもしれないけれども、それをできるだけ少なくする、ある

いはミスが起こったら、できるだけ早く発見して確認し、それを修正する。過去はもう起

こったことだからしようがないんですけれども、今後できるだけミスを少なくする、ある

いはできるだけ早く修正するというシステムを作ることのほうがはるかに大事なことです。 

 今、皆さんお忙しいから、すぐにやってほしいというふうに申し上げることにはならな

いと思うんですが、いわゆる宙に浮いた年金記録は5,000万件余りありました。そのうち既
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に1,400万件ぐらいが名寄せ、統合されています。その一部についてサンプル調査を実施し、

なぜ宙に浮いていたのか、どこをどうやって詰めたら名寄せができたのか、そのミステイ

クは本当に社会保険庁の職員段階で起こったのかということを調べてほしい。一例を挙げ

れば、超優良企業でも、基金データとの相互チェックをやったら、６年あまりの間に何と

約4,000件の間違った報告をしていたということが明らかになっています。超優良企業でも

事業者段階で社会保険庁に提出する記録、報告に間違いがあった。他方、本人にも届出を

出さないとか、姓名が変わったとか、生年月日を間違えたとか、意図的にうそをついたと

か、そういうものはいっぱいあるはずです。 

社会保険組織を変えることが大事、職員が心を入れ替えることも大事ですけれども、そ

れだけで済まない問題がある。定期便が始まって、本人確認を毎年やるようになりました。

事業主がにうそをついたら、本人がそれを見過ごすわけはなく、早期発見できるはずです。

定期便への修正依頼の内容を調べ、、誤りの原因がどこにあったかということに対する正確

な理解をもっと進める取組をしてほしい。これが１点目です。 

 第２に、定期便や特別便を本人に送ったわけです。記録問題の解決の難しさは、みんな

役所を信頼していて、自分の給与明細書だとか、保険料の領収書をほとんど持っていなか

ったということにあります。今後、毎年、定期便を送る際に、できるだけこの書類を保存

願います、あるいは給与明細書は保存願いますとか、国民年金の保険料の領収書も保存願

いますということを、お願いベースで別途書く。そういうことをしたほうが間違いは発見

しやすいし、今後とも間違いを少なくすることができる。そういうことも併せてやってほ

しい。 

 第３に、前政権時代に新しい日本年金機構の組織の基本線が決まったんですが、その中

で気になっていることがあります。社会保険庁を制裁するんだという意識が当時の閣議決

定等の背景にはあった。そして、日本年金機構に移った職員についてはノーリターンルー

ルを原則にしてしまったんです。ただ、ノーリターンルールで記録ミスは起こらないのか

どうか何の検証もない。何の検証もなく、ノーリターンルールが設定された。一方、組織

を維持していくためには職員のモチベーションを高めることが大事です。さらに年金制度

を設計する人たちも、実務の現場を知っていないといけない。どうして日本年金機構に出

向していた人が元の厚生労働省の年金局に戻れないのか、戻らないで現実的な制度の設計

が本当にできるのか。税務の現場で言えば、税務署や国税庁へ出向した人が主税局長にな

っている。それで問題が起きているかといったら、起きていない。むしろ円滑に執行や制



 

 -37- 

度の設計ができることになっている。なぜ年金保険の領域だけノーリターンルールを作っ

てしまったのか。これは閣議決定で決めたことですけれども、政権は交代しました。本当

にノーリターンルールで日本年金機構や年金局はうまく動くのか。弾力的に見直すという

ことの中の１項目にノーリターンルールの再検討を是非入れていただきたいと思います。 

 ちょっと長くなりましたので、また後で時間があれば質問したいと思います。 

【郷原座長】  いかがでしょうか。今の御指摘について何か。 

【矢﨑常勤理事】  的確なお答えになるかどうかわかりませんが、１つはいろいろなミ

スの防止ということでありまして、実はこれは今、取り組みつつあるんですけれども、ま

ず、職場でどういったことでミスが起きていて、それを防止するのはどうしたらいいかと

いうのは、これはやはり現場に聞くのが一番なので、今、全職員にそういった防止策のア

イデアを含めて聞いています。おっしゃるように、もちろんヒューマンエラーというのも

あるんですが、逆にヒューマンエラーを防止するために、例えばシステムで防止できない

かと考えていくのが一番確実なんじゃないかと思います。ですから、あるいは、職員から

募集するアイディアの中には、間違ったところをやると警告が出るとか、入力できないと

か、そんなシステム関係のものも出てくるのではないかと思います。ただ、そういったシ

ステムで対応できる部分というのも、現実には、システム開発の予算ですとか、期間です

とか、いろいろシステムに対するニーズがあるものですから、その中でコストベネフィッ

トを考えて優先順位をつけていくといったプロセスが必要なのではないかと思います。い

ずれにしても、もちろん過去の問題もありますけれども、記録問題以外についてもいろい

ろなミスをなるべく防止するという意味で、そこはすぐにはできないこともあろうと思い

ますけれども、一度とにかくできるだけトライしたいと思っているというのが１点目であ

ります。 

 それとの関連で、例えば宙に浮いたと言われる記録の事象の分析みたいなことだと思い

ますが、これも今、トライしています。今、宙に浮いているものは原因がわからないので、

記録が結びついたケース、具体的に言うと再裁定の申し出を受けたケースというのを幾つ

か拾ってみて、何で結びつかなかったのか、あるいはどういう経緯で、例えば特別便なの

か、あるいは一般の来訪されてなのか、あるいは第三者委員会なのか、どういったケース

で結びついたのかを現場にサンプル的に調査できないかということをやっています。ただ、

それがどこまで、現場にも非常に負担がかかるので、どこまで精密に、どこまで量ができ

るかということはちょっと問題なんですけれども、そういったものもトライしていきたい
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と思います。 

 それから、あと２つ目の給与明細の保存ということで、先生のご著作を来る間、車の中

で読んでいたら、フランスは40年間給与明細の保存を本人に義務づけているというところ

が目にとまって印象に残っていますけれども、ただ、なかなか機構、あるいは年金局でも

そうかもしれませんけれども、どれだけお願いできるかということはなかなか日本では難

しい点があるのではないかなという気はいたします。 

【薄井副理事長】  ノーリターンルールについては私がお答えするのが適当かどうかは

ありますけれども、先生が御指摘の基本計画の中で、まず厚労省との人事交流というくだ

りがあります。そこは、いわゆる企画立案をする厚生労働省と業務を担う機構との間の緊

密な連携ということから、完全にこれを排除することは適当でないというのがまず最初に

ございます。一方で、役員とか上級幹部については、いわば腰かけ的なものにならないよ

うにノーリターンルールを基本とするということが１つ書いてあるのと、それからもう１

つは若手職員の人事交流については、いわゆる、例えば第一線の年金事務所へ出向すると

か、こういうことも含めた実務経験を重視した交流のあり方を検討するということで書い

てございますので、いわゆるノーリターンルールというのが基本とは書いてございますけ

れども、これは基本的には幹部職員とか、そういうことについての議論であろうと思って

います。 

【高山委員】  それは今の理事はもう戻れないという意味ですか。 

【薄井副理事長】  それで、ただ、ここは基本とするということで、設立前にも議論が

ありましたが、考え方は基本なので、立ち上げのときはやはり立ち上げを円滑に行うとい

うことも必要であるだろうというふうに整理をしておりまして、そこは絶対にノーリター

ンかというと、そうではない。もちろんこれは人事の話でございますのでどうこう言えま

せんけれども、そういう考え方で一応、この１月に整理されております。いずれにしても、

厚労省、特に年金局と機構との間の人事交流、まだ立ち上がったばかりなので、人事の交

流とか出向とか、まだそれほどなされていない状況でございますけれども、例えば年金機

構の職員が厚労省で経験を積むとか、逆に厚労省の年金局の職員が機構に来て仕事をする

とか、こういうことも含めた在り方というのをよく整理をしていきたいと思っています。 

【郷原座長】  ちょっと時間が超過しておりますので、階政務官から。 

【階政務官】  すみません、一言だけ。理事長に今日、お土産といっては何ですけれど

も、行政評価局で、これは独立行政法人の話ですが、みなさんとも近いと思いますので参
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考になるかと思います。「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会」というも

のをやりまして、その報告書でございます。是非理事長に参考にしていただければと。 

【紀陸理事長】  貴重な資料をありがとうございました。御礼を申し上げます。 

【階政務官】  今日はどうもありがとうございました。 

【郷原座長】  まだ若干聞きたいこともあったんですけれども、あと５分程度よろしい

ですか。先ほど厚生年金の収納率について御説明いただいたんですけれども、結論として、

ほとんど収納率というのは落ちていないし、いろいろ標準報酬月額の遡及訂正について厳

しい要件を設定したけれども、結局あまり影響はなかったということでよろしいんでしょ

うか。 

【橋本事業管理課長】  そこのところも評価というのは一概にはできないと思いますけ

れども、ただ、全体として保険料を見ましたときに、大企業のほうから納めていただく保

険料の額というものが全体の中ではかなり大きな部分を占めます。ですから、こういった

収納率のところに大きな数字の変化といった形で出てくるというふうな影響はないのでは

ないかと思います。 

【郷原座長】  ということですよね。もう少し細かく中小企業のところを見てみないと、

影響があるかどうかわからないですよね。先ほど高山委員から言われた話に関連するんで

すけれども、この標準報酬月額の遡及訂正の問題もかなり誤解されているんじゃないかと

私はずっと思っていまして、それを本当にこれだけ要件を厳しくして遡及訂正が行われな

くした、でも結局影響はなかったということで片づけてしまうと、社会保険庁の現場がモ

ラルが低かった、いい加減なことをやったということだけで片づけられてしまうと思うん

ですが、決してそうではないんじゃないか、これはすべての問題に共通しているんじゃな

いかと思えるんです。そういうことも含めて、先ほど高山委員が言われた、問題をあまり

単純化してしまって、「今までの組織が悪かった」、「モラルが欠如していた」ということだ

けで片づけてしまうと、おそらくまた同じような問題が起きてしまうんじゃないかという

ことはこの前も委員の間で話したときのほとんど共通認識ですので、すぐに答えが出るよ

うな問題ではないと思いますけれども、是非また今後、そういった指摘もしっかり受けと

めていただければと思います。 

 それでは、時間がもう過ぎてしまいましたので、今日はこの辺りで終了とさせていただ

きます。 

 次回以降は日本年金機構の現場の現状について、視察も含め、実態を把握させていただ
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きたいと考えています。また日程を調整させていただきたいと思います。 

 それでは、本日はお忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございました。こ

れで終わりにいたします。 


